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2016年大統領選：民主党・共和党有力候補の経済政策比較 
 

 オバマ大統領の 2 期 8 年間の任期は来年 1 月であり、今年 11 月 8 日には愈々次期大統領

選挙が実施される。民主党・共和党ともに、予備選を経た大統領候補の指名（一本化）や

政策綱領の発表等はこれからだが、現時点での両党有力候補の経済政策を大まかに確認し

ておきたい。 

 

 民主党・共和党候補ともに、掲げている経済政策の多くは従来よりそれぞれの党が主張し

てきた政策を踏襲している。民主党の候補は「大きな政府」志向の下、具体的な政策とし

てインフラ投資の拡大や富裕層への増税等を主張。共和党の候補は「小さな政府」志向の

下、法人・所得税率の大幅な引き下げ（包括的な税制改正）や規制緩和等を主張している。 

 

 両党各候補を通じて、エネルギー政策や医療保険制度改革、移民制度改革等への言及が多

い一方、景気回復が続き失業率も低水準のなか、短期的な景気・雇用対策の提案は少なく、

財政赤字が足元では抑制されているため、財政健全化もさほど喫緊の課題とは位置付けら

れていない。また、持家率が低下傾向にあるものの、住宅関連の政策への言及は限られて

いる。 

 

 民主党の候補が主張するインフラ投資の拡大や富裕層の負担増は、「米国でインフラ老朽

化に対する問題意識が近年高まっていること」や「富裕層の負担増は、課題となっている

経済格差の是正に繋がり得ること」等から従来に比べれば比較的支持を集めやすいと考え

られる一方、共和党の候補が主張する包括的な税制改正は、「財政赤字を拡大させるリス

ク」や「所得税の累進緩和が経済格差を拡大させるリスク」等を踏まえると支持を集める

ことは簡単ではなさそうだ。今後の予備選・本選を通じた論戦が注目される。 
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＜FOCUS＞2016 年大統領選：民主党・共和党有力候補の経済政策比較 

 

今年 11月 8日には愈々次期大統領選挙 

オバマ大統領の 2期 8 年間の任期が来年 1月に迫るなか、今年 11月 8日には愈々次期大統

領選挙が実施される。民主党・共和党ともに、予備選1を経た大統領候補の指名（一本化）や

政策綱領の発表等はこれからだが、現時点での両党有力候補の経済政策を大まかに確認してお

きたい。 

第 1表、第 2表は経済政策を幾分幅広く捉え、有力候補の主張を整理したものである。現時

点で経済政策をみる際には、次の 3点に留意が必要だ。①「政策がまだ明らかにされていない

項目もある」、②「共和党は混戦で、有力候補以外の人物が大統領候補に指名される可能性も

ある」、③「予備選までと本選以降では一部の政策（主張）が変わる可能性がある」。 

 

 

                                                 
1
 予備選は 2月 1日のアイオワ州から開始。候補者としての正式な指名は、共和党は 7月 18日～21日の全国大会、民主党は

7月 25日～28日の全国大会において。 
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法人税 所得税 その他

ヒラリー・

クリントン

課税の抜け穴を塞ぐ

／コーポレートイン

バージョンを抑制

富裕層への課税強化

／所得25万ドル未満

への増税を回避／減

税の拡大

プロフィットシェア

リング制度を導入し

た企業へ15％の税額

控除付与

- -
連邦最低賃金を12ド

ルに引き上げ

インフラ投資を拡大

（5年で2,750億ドル

）／クリーンエナジ

ー・科学医療研究へ

の投資を拡大／国家

インフラ銀行を創設

（250億ドル）／財

源は法人税の抜け穴

対策等

既存のエネルギーイ

ンフラを近代化／米

国を「クリーンエネ

ルギー大国に」

バーニー・

サンダース

課税の抜け穴を塞ぐ

／大企業に増税（海

外利益への課税等）

富裕層の税率引き上

げ（累進的な不動産

税等）

- - -

雇用創出に最適な方

法の一つはインフラ

投資／インフラ投資

等は13百万以上の雇

用をサポート／連邦

最低賃金を引き上げ

（2020年までに倍

の15ドルへ）

インフラ投資を拡大

（向こう5年で1兆ド

ル）

気候変動問題に確り

対処／化石燃料依存

からの脱却を模索す

ると同時にエネルギ

ー効率化を推進

ドナルド・

トランプ

法人税率を現在の35

％から15％へ引き下

げ／海外利益の課税

猶予を廃止（一度限

り10％で許容）

所得税率適用所得区

分を3段階へ（税率

：10％、20％、25

％）／住宅ローン税

額控除は維持

控除・抜け穴を縮小

することで、税制改

革は歳出入中立で実

施

債務上限は歳出抑制

に有効
6％成長も可能

中国、日本、インド

、ブラジル等から雇

用を取り戻す

-

原油は米国経済にと

って血液とも言える

／オバマ政権の政策

はより高いエネルギ

ー価格を望んでいる

かのよう

ベン・

カーソン

法人税率を14.9％へ

引き下げ

所得税率適用所得区

分を廃止し税率を14

.9％一律に／住宅ロ

ーン金利控除廃止／

代替ミニマム税廃止

-

政府債務の圧縮に直

ちに取り組む／政府

機関を効率化

包括的な税制改正で

4％近い経済成長が

可能

包括的な税制改正に

よる成長率の押し上

げで、向こう10年で

500万人以上の新規

雇用を創出、賃金も

11％上昇

-

時代遅れのエネルギ

ー規制は廃止すべき

／原油等の輸出を支

持

マルコ・

ルビオ

法人税率を25％へ引

き下げ／海外利益の

国内還流を促す仕組

み（テリトリアルシ

ステム）の導入

所得税率適用所得区

分を3段階へ（税率

：15％、25％、35

％）／児童税額控除

（2,500ドル）導入

／代替ミニマム税廃

止

配当・キャピタルゲ

イン税を廃止

歳出を抑制して政府

債務を圧縮／財政ル

ールを改革

包括的な税制改正、

小さな政府で成長促

進

法人税引き下げや（

雇用のエンジンであ

る）小企業への規制

見直し等で雇用促進

／最低賃金の引き上

げは悪影響の恐れ

-

環境規制を見直す（

5年間オフショア掘

削計画等）／キース

トーンパイプライン

を承認

テッド・

クルーズ

法人税を廃止／VAT

の一種であるbusine

ss transfer 

tax（16％）を導入

所得税率を10％一律

に（賃金だけでなく

配当やキャピタルゲ

イン等全てに適用）

給与税を廃止

減税による歳入不足

に対応するため歳出

も削減／5つの省を

廃止（IRS等）

包括的な税制改正に

よりGDPを10年で1

3.9％押し上げ

包括的な税制改正に

より向こう10年で4

86万人の新規雇用創

出、賃金も12.2％上

昇

-

EPA（環境保護庁）

による規制を緩和／

キーストーンパイプ

ラインや同様のイン

フラ計画を承認

ランド・

ポール

法人税を廃止／VAT

の一種であるbusine

ss transfer 

tax（14.5％）を導入

所得税率を14.5％一

律に（賃金だけでな

く配当やキャピタル

ゲイン等全てに適用

）／住宅ローンと寄

付以外の控除は廃止

給与税を廃止／IRS

を廃止

収支均衡を目指す（

多くの州政府と同様

に連邦政府レベルで

の財政均衡法導入も

選択肢）／全ての分

野で歳出を削減

包括的な税制改正に

よりGDPを10年で1

0％押し上げ

包括的な税制改正に

より向こう10年で1

40万人の新規雇用創

出

-

エネルギー行政の官

僚主義を改善／消費

者のエネルギー支出

を抑制／キーストー

ンパイプラインを承

認

ジェフ・

ブッシュ

法人税率を20％へ引

き下げ

所得税率適用所得区

分を3段階へ（最高

税率は28％）

-

税制改正で財政赤字

は縮小可能／財政均

衡を目指す

税制改正で持続的な

4％成長が可能

就労を促進するよう

に税制を変更

大型インフラ投資の

環境評価・認可プロ

セスを短期化

原油・天然ガス採掘

の規制緩和／キース

トーンパイプライン

を承認／エネルギー

革命は製造業再興に

も繋がり、雇用も拡

大

クリス・ク

リスティ

法人税率を25％へ引

き下げ／海外利益の

国内還流を一度限り

低税率で許容／R&D

税額控除は恒久措置

に

所得税率適用所得区

分を3段階へ（最高

税率は28％）

- -

4％を目指す（所得

格差は経済成長で是

正）

雇用に付随するコス

トを引き下げ（高齢

層と若年層の給与税

廃止）

-

包括的で効果的な国

家エネルギー戦略を

策定／必要なインフ

ラ投資を実施／キー

ストーンパイプライ

ンを承認

共

和

党

の

有

力

候

補

（資料）立候補者のHP・各種報道・資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

第1表：2016年大統領選、民主党・共和党有力候補の経済政策比較①

エネルギー・環境雇用・賃金政府債務・財政運営

民

主

党

の

有

力

候

補

税制
経済成長率 インフラ投資
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ヒラリー・

クリントン

オバマケアを維持／医療

費等の自己負担引き下げ

／社会保障を維持・拡大

（富裕層の拠出拡大）／

処方薬のコスト削減

包括的な移民改革を目指

す（平等な市民権等）／

オバマ大統領の大統領令

を支持

TPPに現時点では賛成で

きず（為替操作対策が不

十分）

金融規制改革を支持／一

段の強化も検討（ボルカ

ールールのヘッジファン

ドを通じた抜け穴防止、

大手金融機関から規模に

応じた手数料を徴収、高

頻度取引への課税等）

-

・ギグ・エコノミーの雇用形態は

好ましいと言えず

・企業経営は、四半期資本主義に

陥らず長期の視点が大切

・乳幼児期の教育強化（4歳から

高品質のプレスクールにアクセス

）

・教育ローンの利子率削減／居住

している州の公立大学授業料のた

めの借入を不要に

バーニー・

サンダース

公的医療保険の拡大／社

会保障拠出への上限（課

税所得25万ドル）をなく

し富裕層の拠出割合を高

める／製薬会社との薬価

交渉をメディケアに要求

／処方薬のカナダからの

輸入を許可／ジェネリッ

ク薬普及を阻止する取引

の禁止

移民制度は包括的な改革

が必要／不法移民に対し

て、居住権や市民権獲得

への道を開く／国境警備

は必要だがフェンスは不

要

雇用・賃金の減少に繋が

る貿易政策は見直し

ウォール街の投機的取引

へ課税／TBTF（大き過ぎ

て潰せない）を無くすた

め巨大な金融機関を解体

／クレジットカード金利

に15％の上限を設定

FRB監査法案を支持 公立大学を無償化

ドナルド・

トランプ

社会保障・メディケアの

大幅な変更は困難／オバ

マケアは廃止し新制度に

置換

シューマー・ルビオの移

民改革法案では不十分／I

CE職員を3倍に／全国的

な電子認証システムを導

入／犯罪をおかした外国

人を強制送還／米国の失

業者を優先して雇用／不

法移民を排除／イスラム

教徒の入国を禁止

TPPに反対／中国を為替

操作国に認定／中国によ

る知的財産侵害を無くす

／中国の違法な輸出支援

を停止させる

ドッド・フランク法は酷

いため廃止する必要／ヘ

ッジファンドは納税額が

少ない

イエレンFRB議長はオバ

マ大統領のために低金利

を続けている

-

ベン・

カーソン

オバマケアを廃止／医療

制度に対する国民の選択

肢を拡充／メディケアと

メディケイドを持続可能

な制度に改革

国境監視にはドローンが

有効な可能性／カナダが

導入しているゲストワー

カー・プログラムは参考

例の一つ

TPPを支持

ドッド・フランク法や消

費者金融保護局は、政府

権限の不必要な拡大にあ

たる

巨額の政府債務の存在は

FRBの利上げの妨げ／低

金利で中低所得層の利子

所得が減少

・規制の費用便益分析を確り行い

、規制を減少させる

・自由な市場競争を保ち、税制を

簡素化し、政府の規制を少なくす

れば、中間層の所得増加（再生）

が可能

マルコ・

ルビオ

オバマケアを廃止し、よ

り市場原理に基づいた制

度へ置換／メディケアと

社会保障を持続可能な制

度に改革

まず、電子認証の義務化

や入出国管理の厳格化等

により管理体制を強化／

次に、移民制度を職業や

スキルを重視して評価す

るより現代的な制度に改

革／最後に不法移民に対

応

TPPを支持／グローバル

化の流れは不可逆的との

認識のもと、適切に政策

対応する必要

ドッド・フランク法には

反対票を投じてきた

イエレンFRB議長の再任

は認めない（任期：2018

年1月）

・グローバル化等に勝ち抜くため

、労働者の教育訓練を支援

・ワシントンで働く政府職員を削

減

・規制当局からイノベーションを

守る

・新たなオンライン売上税導入を

阻止

テッド・

クルーズ

オバマケアを廃止し、よ

り効果的な新制度に置換

／州を跨いだ保険市場を

創設／Health Saving 

Accountを拡大

国境警備を強化／不法移

民を防ぐ／米国の労働者

を守るために移民法を改

革する必要

TPPに反対／ドルはもう

少し安定することが望ま

しい

ドッド・フランク法は廃

止／将来の金融機関救済

を防げないほか、規制コ

ストが消費者に転嫁され

るため

FRB監査法案を支持／ル

ールに基づいた金融政策

運営はドルの安定に寄与

-

ランド・

ポール

オバマケアは廃止し、よ

り市場原理に基づいた新

制度を導入／社会保障の

積み立て不足を解消（支

給開始年齢を段階的に引

き上げ）

不法移民は安全保障の脅

威／まずは国境警備を強

化／効果的なビザ追跡シ

ステムを構築

ドル安による輸出促進は

誤り

ドッド・フランク法は廃

止

FRB監査法案を支持／FR

Bは前例のない規制権限

を持っているため透明性

を高める必要があり、米

国民は知る権利がある

-

ジェフ・

ブッシュ

オバマケアは廃止／ヘル

スケア分野で規制緩和等

によるイノベーションを

促進／医療コストを引き

下げ／州政府の役割を再

拡大

国境警備強化／雇用者の

電子認証義務付け／ビザ

滞在期間の把握／連邦移

民法を弱体化させている

地方への資金拠出を停止

／現在の不法移民に対処

TPPを支持
ドッド・フランク法は廃

止または置換
-

・低所得層向けのプログラムはワ

シントン主導で非効率なものが多

いため、州主導に変更

・莫大なコストを伴っている過剰

な規制を改革

クリス・ク

リスティ

フルタイムからパートタ

イムへのシフトを止める

ため、オバマケアのフル

タイムの基準を変更

国境の警備強化（人員増

強・ドローン等）／全て

の雇用主に電子認証で雇

用者のステイタス確認を

義務付ける／不法移民雇

用に対する罰金を2倍に

／ビザ入国者を継続的に

追跡

自由貿易は支持するが、

オバマ大統領が合意した

TPPは信頼できず

ドッド・フランク法は廃

止／TBTF問題を助長する

ほか、メインストリート

にマイナス影響のため

FRBは監査されるべき／

経済格差拡大の責任の一

部はFRBにもある

-

第2表：2016年大統領選、民主党・共和党有力候補の経済政策比較②

社会保障・
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メディケイド・

オバマケア・薬価
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主

党

の

有

力

候

補

共

和

党

の

有

力

候

補

（資料）立候補者のHP・各種報道・資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

移民

貿易政策・

TPP・

為替

金融規制
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民主党の候補はインフラ投資の拡大や富裕層への増税等を主張、共和党の候補は法人・所得

税率の大幅な引き下げや規制緩和等を主張 

民主党・共和党候補ともに、掲げている経済政策の多くは従来よりそれぞれの党が主張して

きた政策を踏襲している。民主党の候補は「大きな政府」志向の下、具体的な政策としてイン

フラ投資の拡大や富裕層への増税等を主張。共和党の候補は「小さな政府」志向の下、法人・

所得税率の大幅な引き下げ（包括的な税制改正）や規制緩和等を主張している。 

両党各候補を通じて、エネルギー政策や医療保険制度改革、移民制度改革等への言及が多い

一方、景気回復が続き失業率も低水準のなか、短期的な景気・雇用対策の提案は少なく、財政

赤字が足元では抑制されているため、財政健全化もさほど喫緊の課題とは位置付けられていな

い。また、持家率が低下傾向にあるものの、住宅関連の政策への言及は限られている。 

なお、共和党の候補はオバマケア（オバマ大統領による医療保険改革）の廃止等、オバマ大

統領の政策の巻き戻しを幾つか主張している。 

 

同じ党に所属する候補者でも、政策の相違点は多い 

候補者毎にみると、民主党では、ヒラリー・クリントン氏（前国務長官）の経済政策は、現

オバマ政権の延長線と位置付けられよう。社会主義者を自認するバーニー・サンダース氏（上

院議員）は経済格差の是正を目指した政策が比較的多い。なお、ヒラリー・クリントン氏、バ

ーニー・サンダース氏ともにインフラ投資を主張しているが、投資額については、ヒラリー・

クリントン氏が 5年で 2,750 億ドル（1年当たりでは名目 GDP 比 0.3％程度）、バーニー・サ

ンダース氏が 5年で 1兆ドル（1年当たりでは名目 GDP 比 1.2％程度）と差がある2。 

共和党では、ドナルド・トランプ氏（実業家）は極端な発言が注目されているが、公式ホー

ムページに掲載されている経済政策の内容について言えば、他の共和党候補と大きく異なって

いるわけではない。マルコ・ルビオ氏（上院議員）やジェフ・ブッシュ氏（元フロリダ州知事）

の主張は比較的穏健で現実的と言える一方、テッド・クルーズ氏（上院議員）やランド・ポー

ル氏（上院議員）の主張は急進的と言えよう。共和党の候補が提案している包括的な税制改正

は、税体系を簡素化し、法人税・所得税ともに大幅に減税するものだが、引き下げ後の税率水

準は候補毎にばらつきが大きいほか、減税に伴う歳入不足の補い方も区々である。 

 

民主党の候補が主張するインフラ投資の拡大や富裕層の負担増は、比較的支持を集めやすい

可能性 

民主党の候補が主張するインフラ投資の拡大や富裕層の負担増は、「米国でインフラ老朽化

に対する問題意識が近年高まっていること」や「富裕層の負担増は、課題となっている経済格

差の是正に繋がり得ること」等から従来に比べれば比較的支持を集めやすいと考えられる一方、

共和党の候補が主張する包括的な税制改正は、「財政赤字を拡大させるリスク」や「所得税の

累進緩和が経済格差を拡大させるリスク」等を踏まえると支持を集めることは簡単ではなさそ

うだ。今後の予備選・本選を通じた論戦が注目される。 

 

 

（栗原 浩史） 

 

 

 

                                                 
2
 ヒラリー・クリントン氏はインフラに限定せず幅広い分野での投資拡大を提案していることも一因。 
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